
 

 

統計でみる名古屋 

 

～国勢調査等より～ 

１ 名古屋市の人口は減少への転換期を迎えつつあります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本市の人口及び世帯数は、明治 22 年の市政施行以降、周辺市町村の編入などにより徐々

に増加し、昭和 9 年には人口が 100 万人を突破しました。戦前のピーク時で人口は市政施行

時の約 9倍、世帯数も約 6倍となりましたが、大戦後の昭和 20 年には、人口、世帯数とも

ピーク時の約半数となりました。 

戦後は第一次ベビーブーム(昭和 22～24 年)や周辺市町村の編入により、人口・世帯数と

も急速に増加し、ほぼ現在の市域となった昭和 40 年には世帯数が 50 万世帯を突破し、その

4年後には人口が 200 万人を突破しました。 

第二次ベビーブーム(昭和 46～49 年)を過ぎた頃から、出生数の低下や、近郊住宅地への

転出の動きにより、人口の増加のペースは徐々に鈍化し、平成5年からは4年連続で人口が

減少しました。しかし、平成 9年を境に再び市内への転入者が増加し始め、平成 20 年には

人口は 225 万人を、世帯数は 100 万世帯を突破しました。 

平成 21 年には前年のリーマン・ショックや自動車産業の不振から、三河地方からの転入

者が一時的に増えたため、人口が大きく増加しましたが、平成 22 年には各地域からの転入

の減少により、人口増加数は縮小しています。また、少子高齢化により、出生数は減少、死

亡数は増加の傾向が続いており、本市の人口は再び減少への転換期を迎えつつあると思われ

ます。 
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市政施行以来の名古屋市の世帯数と人口（明治22年～平成22年）
（各年10月1日現在、ただし明治23年～大正8年及び昭和16年～19年は12月1日現在、

昭和20年は11月1日現在、昭和21年は1月1日現在の値である。）

市政施行

48,049世帯

（M22.10.1）

225万人突破
2,250,029人 （H20.12.1）

市政施行

157,496人

（M22.10.1）

50万世帯突破 （S40.5.1）

（人）

（万人）及び

（万世帯）

※世帯数は、大正8年までは戸籍上の現住戸数、大正9年からは国勢調査の定義による世帯数（準世帯を含む）。

なお、昭和55年国勢調査から世帯の定義が変更され、会社などの寮の単身の入寮者の世帯は1棟1世帯から1人1世帯となった。

100万人突破 （S9.10.1）

200万人突破 （S44.2.3）

100万世帯突破
1,000,997世帯 （H20.11.1）

明治 大正 昭和 平成
22年

1世帯当たり人員(右目盛)

人口(左目盛)

世帯数(左目盛)
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～工業統計調査より～ 

２ 工業統計の３つの数値が、平成 21 年はすべて大きく減少しました。 

 
＝名古屋市の工業統計調査主要指標の推移＝ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

毎年調査が行われている工業統計調査の主な３つの数値(事業所数、従業者数及び製造品

出荷額等）の推移を見ると、事業所数、従業者数は東京オリンピックの開催された昭和 39

年頃まではともに増加していましたが、従業者数は昭和 40 年頃から 55 年頃にかけて急激に

減少し、事業所数も昭和 40 年代後半頃から徐々に減少しました。その後の昭和期は比較的

ゆるやかな減少にとどまっていましたが、バブル景気後からは減少のペースが大きくなりま

した。 

一方、製造品出荷額等は、昭和期はほぼ一貫して増加してきましたが、平成期に入ると各

不況期の都度大きく減少し、平成 14 年以降は再度持ち直していたものの、平成 20 年からは

再び減少に転じました。 

注）景気動向につき、 は拡張期、 は後退期を示す。
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～住宅・土地統計調査より～ 

３ 共同住宅が 60 万戸を超え、うち 17.3%が 11 階建て以上となりました。 

 

本市の住宅・土地統計の区別・建て方別住宅数の推移 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

５年毎に調査が行われている住宅・土地統計調査の区別の住宅数を見ると、中川区は平

成５年の調査以降最も多くなっています。緑区は30年前には４万戸強でしたが、平成20年

には２倍以上となり、千種区を抜いて２番目に多くなりました。名東区及び天白区も 30 年

前の２倍以上となり、平成 20 年にはそれぞれ５番目、７番目に多くなりました。一方、30

年前トップの北区は４番目、２番目であった中村区は６番目となっています。また、中区

は平成 15～20 年の間に急増し、瑞穂区を抜いて 13 番目に上がりました。 

次に建て方別にみると、一戸建ては平成５年調査以降ゆるやかに増加し、平成 20 年には

30万戸を超えました。一方、長屋建は調査毎に減少し、平成 20年には 2万 5千戸強となっ

ています。最も増加したのは共同住宅で、昭和 58 年調査で一戸建て戸数を上回り、その後

も調査毎に増加して平成20年には60万戸を超えました。また、年々高層化も進んでおり、

平成 20 年には 11 階建て以上の割合は 17.3%となりました。逆に 30 年前は共同住宅の半数

弱を占めていた 2階建て以下の割合は、14.2%と 11 階建て以上の割合を下回っています。 
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